
五城目町学校給食費支援金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号。以下「法」という。）

に規定する小学校及び中学校並びに特別支援学校の小学部及び中学部に在籍す

る児童及び生徒（以下「児童等」という。）の保護者（法第１６条に規定する

保護者をいう。以下同じ。）に対し、学校給食に係る経費を支援することによ

り、新型コロナウイルス感染症の影響による保護者の経済的負担を軽減し、教

育の充実に資するとともに、子育てを支援することを目的とする。 

 

（支援対象者） 

第２条 支援金の交付を受けることができる者は、五城目町に住所を有する次の

各号のいずれかに該当する者とする。 

 （１） 五城目町立の小学校及び中学校（以下「町立学校」という。）に在籍 

  している児童等の保護者 

 （２） 特別支援学校の小学部又は中学部に在籍している児童等の保護者 

 （３） 町立学校以外の小学校又は中学校に在籍している児童等の保護者 

 （４） その他、町長が特に交付することが適当と認めた児童等の保護者 

 

（支援金の額） 

第３条 支援金の額は、学校給食法（昭和２９年法律第１６０号）第１１条第２

項の規定に基づく保護者が負担すべき学校給食に要する経費（以下「学校給食

費」という。）の令和４年４月分から令和５年３月分に相当する額とする。た

だし、国又は地方公共団体の負担において学校給食費の全部又は一部について

給付等を受けた場合は、支援金の額から当該給付額に相当する額を除くものと

する。 

 

（交付申請） 

第４条 支援金の交付を受けようとする保護者は、町長が指定する期日までに学

校給食費支援金交付申請書（様式第１号）を町立学校の校長を経由し、町長に

提出しなければならない。ただし、第２条第２号、第３号及び第４号に規定す

る保護者は、直接町長に提出するものとする。 

 

（交付決定） 

第５条 町長は、前条の申請を受けたときは、その内容について審査を行い、支

援金の交付の可否を決定（以下「交付決定」という。）し、当該保護者に、支

援金を交付するものとする。 



（支援金の交付） 

第６条 第４条ただし書に規定する保護者は、学校給食費支援金請求書（本人用）

（様式第２号）に学校給食費受領等証明書（別紙１）を添付し、当該年度の学

校給食終了後に直接町長に提出するものとする。 

２ 町長は前項の請求書を受理したときは、速やかに支援金を交付するものとす

る。 

 

（代理受領及び代理請求） 

第７条 第２条第１号に規定する保護者は、支援金の請求及び受領に関して、町

立学校の校長を代理人とする。 

２ 保護者及び町立学校の校長は学校給食費支援金交付申請書（様式第１号）の

委任状に記入及び押印し、町長に提出しなければならない。 

３ 委任を受けた町立学校の校長は、当該保護者に対して請求する学校給食費相

当額を限度として、当該保護者に代わって支援金を学校給食費支援金請求書（代

理人用）（様式第３号）に児童等喫食計画及び実施報告書（別紙２）を添付し

て請求し、受領する。 

 

（交付決定の取消し等） 

第８条 町長は、支援金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当するとき

は、交付決定を取り消し、又は既に交付した支援金の全部若しくは一部を返還

させることができる。 

 （１） 第２条に規定する要件を満たさなくなったとき。 

 （２） 過年度分の学校給食費を納付しなかったとき。 

 （３） 偽りその他不正の手段により支援金の交付を受けたとき。 

 （４） その他町長が必要と認めるとき。 

 

（その他必要な事項） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は町長

が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日等） 

 １ この要綱は、公布の日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

２ この要綱は、令和５年３月３１日限り、その効力を失う。 

 

 

 


